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1967

1970

1971

1972
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1974
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1988

1991

1992

1993

1994

1995

1996

1997

1998

1999

2000

当　社

公害対策設備（廃水処理設備）の導入開始
公害防止協定の締結（～1979年 10工場）

「環境管理部」の創設
＜全社環境管理組織体制の確立＞

岩岡処分地の開設

労組と環境保全に関する協定を締結

廃棄物処理センターの開設
＜廃棄物処理基本体制の確立＞

施設環境部　環境管理課へ組織変更

「環境管理規程」の制定

第1回「全社環境保全会議」の開催
「ボランタリープラン」の策定
「第1次（1994～1996年度）環境保全活動基本計画」
の策定

特定フロンの使用の全廃

神戸市環境保全協定の締結（神戸・兵庫・西神戸工場）

「第2次（1997～1999年度）環境保全活動基本計画」
の策定
管財部　環境管理課へ組織変更
精機事業部 ISO14001認証取得

ロボット事業部 ISO14001認証取得
環境装置第一事業部 ISO14001認証取得

地球環境部の創設
「全社地球環境会議」の開催
「環境憲章」の制定
環境報告書（創刊号）の発行
鉄構・機器事業部（播磨・野田工場）ISO14001
認証取得
ジェットエンジン事業部ISO14001認証取得

「第3次（2000～2002年度）環境保全活動基本計画」
の策定
汎用機事業本部ISO14001認証取得
建設機械事業部ISO14001認証取得
社則「環境管理規則」の制定
産機プラント事業部ISO14001認証取得
船舶事業部（坂出工場）ISO14001認証取得
破砕機事業部ISO14001認証取得

主な出来事（◆日本／◇世界）

◆「公害対策基本法」の制定

◆ 第64回「公害国会」で公害関係14法案可決

◆「環境庁」の設置

◇「国連人間環境会議」の開催（ストックホルム）
＜「人間環境宣言」採択＞
＜「国連環境計画（UNEP）」設立＞

◇ オイルショック

◇「モントリオール議定書」の採択
＜フロン削減始まる＞

◆「オゾン層保護法」の制定

◆「経団連地球環境憲章」の制定

◇「環境と開発に関する国連会議（地球サミット）」
の開催（リオデジャネイロ）
＜「環境と開発に関するリオ宣言」採択＞
＜「アジェンダ21」採択＞

◆ 通産省「環境に関するボランタリープラン」
の策定を企業に要請

◆「環境基本法」の制定

◇ ISO14001の発行

◇「気候変動枠組条約第3回締約国会議（COP3）」
の開催（京都）

◆「経団連環境自主行動計画」の策定

◆「省エネ法」の改正
◆「地球温暖化対策推進法」の制定

◆「化学物質排出管理促進法」の制定
◆「ダイオキシン類対策特別措置法」の制定

◆「循環型社会形成推進基本法」の制定
◆「廃棄物処理法」の改正
◆「再生資源利用促進法」の改正
◆「建設資材リサイクル法」の制定
◆「食品リサイクル法」の制定
◆「グリーン購入法」の制定

参考：ISO9001は1996年度までに全16事業所が認定取得完了。


